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観光産業の企業経営に関する一考察

一航空会社15社の調査分析を基に

可、iwJ1 原 毎文
ダ台 憲

1 .はじめに

本研究は，世界の成長センターとしてめざましい経済発展を続ける東アジアの観光産業を対象に，

海外オフィスの人の現地化経営について調査し，パールミュツターのEPGプロファイル1）の適応性と

今後の進展について考察することを目的としている。現状の国際経営についてみると，欧米企業と東

アジア企業における人の現地化経営のスタイルについて，顕著な違いを確認することができる。それ

は，海外オフィスの責任者に現地人を登用する確率が，欧米企業においてより高いことである。国際

的事業展開が豊富な日本企業でさえ，人の現地化経営は進展していない。

本研究では，漢字に馴染みの深い東アジアの中国，日本，韓国，ベトナムを共通の文化圏（以下，

漢字文化圏）として捉え，その共通する特徴が人の現地化経営に与える影響を分析している。研究方

法は，国際経営関連の文献研究と定量調査によって得られたデータを中心に，数々の国際企業におい

て業務経験をもっ筆者が，現場の経験を通して得られた事実や情報を活用している。また，定量調査

では福岡空港に就航する国際線航空会社18社に調査協力を依頼し，国際企業の人の現地化経営につい

てのデータ収集をすることにより，筆者の仮説を検証している。本稿の構成は，以下第2節において

国際経営の進展状況について報告し，第3節でアンケート調査による現状分析を行う。そして，第4

節において，漢字文化圏の人の現地化経営について説明し，最後に本稿のまとめとして結論を述べる。

2.国際経営の進展状況

先行研究によると，パールミュッターが国際経営の進展過程をEPGプロファイルとしてまとめてい

る。多国籍企業は，国際経営の初期段階においてエスノセントリック（本国志向）型経営と呼ばれる

本国が完全に現地オフィスをコントロールする経営形態を採用する。そして，現地での展開に伴って，

ポリセントリック（現地志向）型経営と呼ばれる重要な意思決定を現地オフィス，で行う自律的な経営

形態に進展する。また，ポリセントリック型経営の次の形態としては，ジオセントリック（世界志向）

型経営と呼ばれる地球規模でグループ内の経営資源を共有し，本国と海外の現地法人が全社的に統合

される経営形態である現地適応的グローバル統合が登場すると指摘している。つまり，企業が国際的

な事業展開をするにつれて，ポリセントリック型（現地志向）が国際経営初期の進展過程として位置

1) Baker J. C., Ryans Jr. J. K., and Howard D. G. (1988）訳書578596ページ。
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づけられているのである。

しかしながら，比較的に長い国際経営の歴史をもっ日本企業でさえ，進出先の代表者には日本人を

派遣するケースが今もなお数多く続いている。そして，国際経営の歴史が発展段階にある韓国，中国，

そしてベトナムの企業では本国人を現地の代表者に登用する機会が圧倒的に多い状況が続いている。

その一方で，日本に進出する欧米企業を観察すると，日本IBMやマイクロソフト社などにおいて，複

数の日本人代表者を誕生させている。これらの状況を考えると，パールミュッターの主張する概念的

な枠組みであるEPGプロファイルが，各国に適応可能であるとは言いがたい状況が発生しているので

ある。そこで本稿は，「EPGプロファイルの適応性は限定的であり，本国のシステムに経済合理性があ

る場合，必ずしも進展を見込めない」という仮説に基づき，その実態を自主調査により解明する。

3.アンケー卜調査による現状分析

本研究では，漢字文化圏の観光関連企業における人の現地化経営の現状と今後の方向性を知るべく，

アジアの玄関口である福岡空港に就航する航空会社の代表者に向けてアンケート調査を実施した。今

回の調査では，福岡市に就航する航空会社を調査対象として選択している。その理由は，歴史的に福

岡市がアジア交流の盛んな地域であり，現在もその交流に関心の高い地域であることがあげられる。

その一例として，福岡市内の公共機関の案内表示には，中国語と韓国語表記が使用され，毎年9月頃

をアジア・マンスというアジア交流強化月間に指定している。さらに，アジア専門の福岡市アジア美

術館の設置など，福岡市とアジアのつながりは非常に深く，アジア関連の情報を調査する地域にふさ

わしい場所として福岡市を選択した。

また，航空会社を調査対象に選択した理由として，福岡市で活動する様々な業種の中で航空会社の

進出企業数がいちばん豊富だったことがあげられる。さらに，航空会社には国際経営の歴史があり，

業務内容も国際的に標準化された部分が多く，同質性の高い業種としてそれぞれの企業を比較分析す

ることが可能である。航空会社の国際経営の歴史についてみると，第一次世界大戦直後の1919年に英

国航空が世界初の国際定期航路をロンドン・パリ聞に誕生させて以来，まもなく 90年が経過しようと

している。エクセレント・カンパニーと呼ばれる企業経営の歴史でさえ創業100年前後であることを考

えると，航空会社の経営は歴史的に遜色がないと言える。また，標準化についてみると，社内外のコ

ミュニケーションは，一般的に英語が使用されている。社内では業務マニュアルに母国語および英語

が使用され，社外では航空管制や予約業務などの場面において英語が使用される。また，予約，発券，

搭乗手続きおよび，運航などの基本業務において，業界内でほぼ同じ仕様が取られるほど標準化が進

んでいる。例外として，現地のコミュニケーションに共通言語を使用しないケースがあるが，標準化

を阻害するものではない。

以上の理由により，人の現地化経営についてのアンケート調査の対象として福岡空港に就航する航

空会社を最適な調査対象として選択した。また，限定的な調査対象数の問題とその他の予想される指

摘について，補足説明を加えておく。福岡空港に就航する航空会社の対象数により，一般的な傾向を

分析することについて，必ずしも十分であるとは言えない。しかし，今回の研究対象は漢字文化圏の
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国際企業が中心であり，福岡空港の路線網は東アジアの路線が充実していることから，対象地域を網

羅していると考える。（図表31) 

アンケートの調査設計は以下の通りである。

(1）調査時期： 2006年10月

(2）調査地域： 福岡県福岡市

(3）調査票配布企業： 福岡空港に就航経験のある航空会社18社（2006年中）

(4）調査対象者： 福岡支店長およびその職に準ずる者

83パーセント(5）有効回答率：

(6）その｛也： 販売総代理店が運営するフィリピン航空およびガルーダ・インドネシア航空

は自社支店長が不在のため対象より除外。

ヨーロッパ地域のサンプルを確保するために， 1990年代初頭に福岡市に就航

した英国航空を調査票配布企業に追加。

図表3-1 福岡空港に国際定期便を就航する航空会社（2006年）

航空会社／会社コード 国籍 運航路線 その｛也

日本航空／JL 日本 上海他 共同運航便含む

全日空／NH 日本 シンガポール SQと共同運航便

大韓航空／KE 韓国 ソウル，プサン他

アシアナ航空／OZ 韓国 ソウル，プサン他

中華航空／CI 台湾 台北

エパー航空／BR 台湾 台北

中国国際航空／CA 中国 北京他

中国東方航空／MU 中国 上海他

中国南方航空／CZ 中国 広州他

キャセイ・パシフイツク航空／CX 中国 香港，台北 香港は旧英国領

コンチネンタル航空／CO 米国 グアム

フィリピン航空／PR フィリピン マニフ 販売総代理店委託

タイ国際航空／TG タイ ノてンコク

ベトナム航空／VN ベトナム ホーチミンシティ

シンガポール航空／SQ シンガポール シンガポール

デルタ航空/DL 米国 ソウノレ KEと共同運航便

ガルーダ・インドネシア航空／GA インドネシア デンパサール 2006年 2月運休

オーストラリア航空／AO オーストラリア ケアンズ 2006年 4月運休

マレーシア航空／MH マレーシア クアラルンプール 2006年 9月運休

英国航空／BA 英国 ロンドン 1993年10月運休

（出所： 2006年福岡県庁提供福岡空港路線推移表）
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(1) 全体の調査結果

全体の調査結果についてみると，現地オフィスの代表者は本社から派遣される本国人の割合が高く，

人の現地化を進める企業の数は限定的であった。しかし，その中身についてみると，東アジア企業と

欧米企業の聞には国際経営のスタイルに違いがあり，地域間の差異が見受けられる。調査項目を一つ

ずつ検証し，現地オフィスの人の現地化経営の現状と今後の方向性について考察する。

図表3-2は，現地オフィスにおける代表者の主要な職務を尋ねたものである。全体についてみると，

その主要な職務としては，「組織のマネジメントJがトップとなっている。その数値は，最高と高いの

重要度の 2つを合計すると86.7パーセントになる。これについで，「営業活動jと「海外におりる本国

の関連業務」が主要な職務としてあげられている。その数値は，前者の場合，最高と高いの重要度の

2つを合計すると73.4パーセントになり，後者の場合， 60.0パーセントとなっている。「政府・官公庁・

空港関連業務などの事務手続き業務」の重要度は普通とする回答が最も多く（46.7パーセント），重要

度はあまり高くない。調査結果から判断すると，「組織のマネジメント」は，現地オフィスにおける主

要な職務として「営業活動」などよりも重視されているが，これは「組織のマネジメントJが現地経

営の基本として位置づけられていると考えられる。

図表3-2 現地オフィスにおける代表者の主要な職務

項目／重要度 最高 高い 普通 低い 最低 無回答

組織のマネジメント 40.0% 46.7% 13.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

海外における本国の関連業務 20.0% 40.0% 26.7% 13.3% 0.0% 0.0% 

営業活動 26.7% 46.7% 20.0% 6.7% 0.0% 0.0% 

政府・官公庁・空港関連業務 0.0% 40.0% 46.7% 13.3% 0.0% 0.0% 

その｛也 6.7% 6.7% 20.0% 6.7% 20.0% 40.0% 

（出所： 2006年10月調査結果）

図表33の示す通り，航空会社における現地オフィスの経営は本社から派遣された本国人によるもの

が全体の70パーセントを超えている。現地人が現地オフィスの代表者を務める人のケースは，ロンド

ン，パリ，ロサンゼ、ルスなど欧米の一部の地域において確認された。
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図表33 主要現地オフィスにおける現在の代表者国籍

現地オフィス 本国人（本社） 現地人 そのf也 無回答

ロンドン 73.3% 13.3% 0.0% 13.3% 

ノfリ 73.3% 13.3% 0.0% 13.3% 

フランクフノレト 73.3% 13.3% 0.0% 13.3% 

ニューヨーク 73.3% 6.7% 6.7% 13.3% 

ロサンゼノレス 73.3% 13.3% 6.7% 6.7% 

日本 93.3% 6.7% 0.0% 0.0% 

北京 93.3% 0.0% 0.0% 6.7% 

上海 86.7% 0.0% 0.0% 13.3% 

香港 93.3% 6.7% 0.0% 0.0% 

シンガポール 80.0% 6.7% 0.0% 13.3% 

シドニー 86.7% 0.0% 0.0% 13.3% 

（出所： 2006年10月調査結果）

図表3-4は，現地オフィスの代表者に本国人を登用する理由について尋ねたものである。その理由の

第 1位は，「本社からの情報収集能力J(80.0パーセント）であり，第2位は「管理能力」（53.3パーセ

ント），第 3位は「言語」（46.7パーセント）となっており，この三つの理由がその他の理由を大きく

引き離している。特に，「本社からの情報収集能力」の重要性が突出しており，現地オフィスの経営が

本社の意向に密接に関係していることを推察できる。また，「本社からの情報収集能力」を重視するの

であれば，必然的に現地の代表者は本国から派遣された本国人になる可能性が高く，現地人が代表者

に登用される機会は限定されると思われる。補足として少数ではあるが，「信用」と「顧客対応Jを重

視した企業が20.0パーセント見られた。いずれの回答もアジア地域の企業からの回答であるが，欧米

地域の企業にはない特徴として注目できるポイントである。

図表34 現地オフィスの代表者に本国人を登用する理由
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（出所： 2006年10月調査結果）



40 経済論究第 133 号

図表3-5は，本社からの重要社内文書に使用される言語について尋ねたものである。第 1位は46.7

パーセントと「母国語Jが圧倒的に多いが，この中には英語が母国語であるコンチネンタル航空とオー

ストラリア航空の13.3パーセントが含まれている。この実数を「英語Jに移し変えると，「母国語jと

「英語Jはともに33.3パーセントとなる。また，「母国語と英語」を使用する企業は26.7%となってお

り，ほとんどの企業の現地オフィスにおいて母国語と英語が使用されている。つまり，現地オフィス

において現地語だけが使用されるケースは非常に限定的であり，日常の業務では基本的に母国語と英

語が使われていることになる。ちなみに，現地語を使用する場合は現地人スタップのコミュニケーショ

ンや関係各署の手続きなどに限定されると思われる。今回の調査結果は，吉原英樹均支「国際経営に英

語は必要である。Jと先行研究で指摘した通り，言語の重要性を裏付けることができた。

図表3-5 本社からの重要社内文書に使用される言語

母国語 ｜母国語と 英 語 母国語 現地語 そのイ也 無回答

英語 と現地語

46.7% I 26.7% 20.0% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 

(33.3%)3) (33.3%) 

（出所： 2006年10月調査結果）

図表36は，現地オフィスの予算，人事などの重要決定事項の最終的な判断は，どこで行われるのか

を尋ねたものである。調査結果によると，最終的な判断部署は86.7パーセントと圧倒的に「本社」が

多い。ケース・パイ・ケースの「どちらともいえない」が13.3パーセントとなっているが，「現地オフィ

スの代表者」は Oパーセントとなっている。この状況は，現地オフィスの経営が，本社の完全なコン

トロール下にあることを意味しており，現地オフィスの自律性は低いと考えることができる。この結

果だけについてみると，人の現地化経営の道のりはこれからも険しく，現地化経営へのスムーズな導

入には時間がかかりそうな状況である。

2）吉原英樹（2001)230ページ。

3）図表35下段の（ ）内の数字は，英語を母国語と回答した企業を英語に移し変えた数字である。
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図表36 現地オフィスの予算，人事などの重要決定事項の最終決済部署

（出所： 2006年10月調査結果）

図表37は，今後の現地オフィスの代表者について，ふさわしい国籍を尋ねたものである。ふさわし

い国籍は「本国人」が53.3パーセントとなっているのに対して，「現地人」は6.7パーセントであり非

常に低い。また，「どちらともいえないjの40.0パーセントを「現地人」の6.7パーセントに合わせた

としても，過半数には届かず「本国人Jの比率には及ばない。「現地人」を現地オフィスの代表者に登

用する可能性は限られており，今後も本国から派遣された本国人が現地オフィスの代表者を務める可

能性が高いと思われる。

図表3-7 現地オフィスの代表者に今後ふさわしいと思われる国籍

現地人

どちらともいえない
40.0% 

6.7% 

（出所： 2006年10月調査結果）

本国人
53.3% 

図表3-8は，現地オフィスの代表者として本国人が適切で、あると選択する理由を尋ねたものである。

選択理由の上位には，「本社からの情報収集能力」（53.3パーセント），「管理能力J(53.3パーセント），

「言語J(40.0パーセント）が主な理由としてあげられている。この中で特徴的なことは，図表3-4で

尋ねた現地オフィスの代表者に本国人を登用する理由として，「本社からの情報収集能力」が80.0パー

セントとなっていたが，図表3-8の質問では53.3パーセントと大幅に低下している。これらの差につい

てみると，現状は本社の指揮命令系統下におかれている現地オフィスが，代表者の国籍にかかわらず，

将来の自主運営の可能性に含みを残していることになる。しかし，この分析の精度を高めるためには，
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さらに調査を進める必要がある。

図表3-8 現地オフィスの代表者に今後ふさわしいと思われる国籍の選択理由
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(2) 漢字文化圏企業の調査結果
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（出所： 2006年10月調査結果）

これまでに全体の調査結果をまとめてきたが，ここでは，漢字文化圏企業だけの調査結果に注目し，

その特徴を見ていくことにする。ちなみに，本調査での漢字文化圏に属する企業は，日本航空，全日

空，大韓航空，アシアナ航空，中国国際航空，中国東方航空，中国南方航空，中華航空，ベトナム航

空の 9社である。現在，中国により主権が回復された香港のキャセイ・パシフィック航空は，香港の

中国返還前に英国のスワイヤーグループが設立した企業であるため，上記のカテゴリーより除外して

し亙る。

図表3-9は，現地オフィスにおける代表者の主要な職務を尋ねたものである。漢字文化圏についてみ

ると，その主要な職としては，「組織のマネジメントJがトップとなっている。その数値は，最高と高

いの重要度の 2つを合計すると88.8パーセントになる D これに次いで，「営業活動jが主要な職務とし

てあげられている。その数値は，最高と高いの重要度の 2つを合計すると77.8パーセントとなってい

る。しかし，「海外における本国の関連業務」は，最高と高いの重要度を合計すると55.5パーセントに

なり，全体の調査結果である60.0パーセントとほぼ変わらない。しかし，漢字文化圏の企業では，組

織のマネジメントと営業活動の重要性が海外における本国の関連業務の重要性よりもさらに高い調査

結果となっている。
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図表39 現地オフィスにおける代表者の主要な役割（漢字文化圏の企業）

項目／重要度 最高 高い 普通 低い 最低 無回答

組織のマネジメント 44.4% 44.4% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

海外における本国の関連業務 33.3% 22.2% 22.2% 22.2% 0.0% 0.0% 

営業活動 22.2% 55.6% 22.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

政府・官公庁・空港関連業務 0.0% 44.4% 55.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

そのイ也 0.0% 11.1% 33.3% 0.0% 22.2% 33.3% 

（出所： 2006年10月調査結果）

図表3-10は，現地オフィスにおける代表者の国籍について尋ねたものである。図表32の全体の調査

結果では，一部の企業が現地人を現地オフィスの代表者に登用していることが確認されたが，漢字文

化圏の企業においてその傾向は一切見られない。その他の回答と無回答は，その所在地に現地オフィ

スを開設していないことおよび，確認が取れなかったからである。回答者によると，確認が取れなかっ

た現地オフィスの代表者についても，いずれも現地人を登用していることはないで、あろうとの回答が

寄せられた。現状では，漢字文化圏における現地人の登用率は Oパーセントである。この結果は，漢

字文化圏には漢字文化圏独特の共通の特徴があることを裏付けるものであると言える。

図表3-10 主要現地オフィスにおける現在の代表者の国籍（漢字文化圏の企業）

本国人（本社） 現地人 その｛也 無回答

ロンドン 77.8% 0.0% 0.0% 22.2% 

ノfリ 88.9% 0.0% 0.0% 11.1% 

フランクフノレト 77.8% 0.0% 0.0% 22.2% 

ニューヨーク 77.8% 0.0% 11.1% 11.1% 

ロサンゼルス 77.8% 0.0% 11.1% 11.1% 

日本 100% 0.0% 0.0% 0.0% 

北京 88.9% 0.0% 0.0% 11.1% 

上海 88.9% 0.0% 0.0% 11.1% 

香港 100% 0.0% 0.0% 0.0% 

シンガポール 88.9% 0.0% 0.0% 11.1% 

シドニー 88.9% 0.0% 0.0% 11.1% 

（出所： 2006年10月調査結果）

図表3-11は，現地オフィスの代表者に本国人を登用する理由について尋ねてみたものである。その

理由の第 1位は，「本社からの情報収集能力」（77.8パーセント）と全体の結果とほぼ同様の数字（80.0 

パーセント）を確認できるが，第2位は全体の「管理能力Jに代わり，漢字文化圏では「言語」が55.6

パーセントとなっている。この「言語」の数値は全体の平均である46.7パーセントよりも大幅に上回っ

ており，注目すべきポイントであると言える。筆者自身も経験した本国から送られてくる書類に母国
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語が使用される言語問題の深刻さは，漢字文化圏におけるこの結果からも明らかである口

図表3-11 現地オフィスの代表者に本国人を登用する理由（漢字文化圏の企業）

90.0% 
80.0% 
70.0% 
60.0% 
50.0% 
40.0% 
30.0% 
20.0% 
10.0% 
0.0% 

場母 、三f 4降 、人ご 舟
争h 喝罪，. ~~~·、 ふぷ、，V ~~－ 
場す

（出所： 2006年10月調査結果）

図表3-12は，本社からの重要社内文書に使用される言語について尋ねたものである。第 1位は55.6

パーセントと「母国語」を使用する企業が2社に 1社以上あるということが判明した。「母国語」の使

用に関する全体の調査結果が，約 3社に 1社であったことを考えると，図表3-12の質問に対する回答

において「言語」の数値が高かったことになる。漢字文化圏の企業において，重要社内文書に母国語

が使用されるかぎりにおいて，現地オフィスの代表者に現地人を登用する機会は限られてくるであろ

う。もし，現地人が代表者に登用されるのであれば，少なくとも「母国語と英語Jと「組織マネジメ

ント能力Jの双方を兼ね備える必要があり，このような人材を現地において獲得できるかどうかが重

要なポイントになる。そして，このような人材が獲得困難であれば，従来通り，本国から代表者が派

遣され続けることになると考えられる。

図表3-12 本社からの重要社内文書に使用される言語（漢字文化圏）

語地現〉」一
誼
一
山
吉
岡

田
英

母一
語国母 英語 ｜母国語と

現地語

その｛也 無回答

55.6% 44.4% 0.0% 0.0% 0.0% I 0.0% I 0.0% 

（出所： 2006年10月調査結果）

図表313は，現地オフィスの予算，人事などの重要決定事項の最終的な判断部署を尋ねたものであ

る。調査結果によると，最終的な判断部署は100パーセント「本社Jに委ねられている。



観光産業の企業経営に関する一考察

図表3-13 現地オフィスの予算，人事などの重要決定事項の最終決済部署（漢字文化圏）
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（出所： 2006年10月調査結果）
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図表3-14は，今後の現地オフィスの代表者について，ふさわしい国籍を尋ねたものである。ふさわ

しい国籍は「本国人」が55.6パーセントとなっているが，「現地人」は皆無となっている。図表3-7の

全体の調査では，「現地人」をふさわしいとする数値が若干見られたが，漢字文化圏では現地オフィス

の代表者の数値同様に完全に本国志向である。

図表3-14 現地オフィスの代表者に今後ふさわしいと思われる国籍（漢字文化圏）
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（出所： 2006年10月調査結果）
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図表3-15は，図表3-14の選択理由を尋ねたものである。選択理由の上位には，「本社からの情報収集

能力」（55.6パーセント），「管理能力」（44.4パーセント），「言語J(44.4パーセント），そして「顧客

対応」（44.4パーセント）があげられている。この中で特徴的なことは，現在の現地オフィスの代表者

に本国人を登用する理由として，「本社からの情報収集能力」の数値が突出していたが，ここでは上位

理由の数値が均衡し，さらに「顧客対応」が加わった。つまり，現地オフィスの代表者に今後ふさわ

しいと思われる人物像は，本国から派遣されたバランス感覚あふれる資質をもった人物が重視される

と言える。
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図表3-15 現地オフィスの代表者に今後ふさわしいと思われる国籍の選択理由
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（出所： 2006年10月調査結果）

今回の調査結果から判断すると，漢字文化圏の国際企業では，これからも急速な人の現地化経営へ

の進展は困難が予想される。その理由として，調査結果からも明らかなように，依然として社内の公

用語には本社の母国語を使用する傾向が強く，現地人とのコミュニケーションに課題を抱えている傾

向が強いことがあげられる。先行研究でも指摘されている通り，現地の経営において「言語」の問題

はたいへん重要である。特に，漢字文化圏の企業では，母国語を使用する企業が2社に 1社以上見ら

れ，それ以外の地域の平均（ 3社に 1社）を上回り，コミュニケーションに関する問題が存在するこ

とが推察される。つまり，先行研究同様に，本調査においてあらためて言語の重要性を再確認するこ

とになるのであるが，漢字文化圏という特定地域においてさらにその重要性が高いことがあげられる。

もちろん，言語能力は国際経営に必要なプラットフォームとして重視されるが，それだけがすべてで

はない。

次に，現地オフィスの代表者に今後ふさわしいと思われる国籍についての質問では，人の現地化経

営に否定的な数字が，調査結果として明らかになった。現地人を候補にあげる回答は，全体でも10パー

セントに届かなかったが，漢字文化圏では皆無であった。後者の結果は筆者の仮説を裏付けるように，

今後も人の現地化経営の可能性が極めて低いことを意味している。現状では，母国語が英語圏の企業，

あるいは欧米地域のオフィスにおいて，現地人を代表者に登用するケースがいくつか見られるが，非

英語圏の企業，特に東アジア地域の企業ではその傾向が全く見られない。この傾向について，国際企

業としての歴史的な違いを指摘する声があがるかもしれないが，日本航空は第二次世界大戦以降の

1953年より国際事業展開を始めている。また，今回の調査対象とは外れるが，日本は明治19年（1886

年）より日本郵船会社などが先陣を切って国際事業展開を始めており，その歴史は100年を超えている。

また，現状では本社からの情報収集能力を最重視し，そして将来の選択理由では本社からの情報収集

能力と共に管理能力の重視の必要性をあげている。これらのことから判断すると，現地オフィスの代

表者に求められる資質は，本社との太いパイプを持つこと，および現地人スタップをマネジメントす
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る能力である。つまり，現地オフィス内外のコミュニケーション能力が重視されていることになる。

このように，現地オフィスの代表者には様々なコミュニケーション能力が必要とされるが，その条

件を満たしても，現地人が代表者になる可能性は低いと言わざるを得ない。特に，漢字文化圏の企業

においてその傾向が強く，独特の価値観などが人の現地化経営を阻害させている可能性が強いと言え

る。

4.漢字文化圏の人の現地化経営

漢字文化圏の企業では，なぜ人の現地化経営が進展しないのであろうか。その疑問を解く鍵として，

二つのキーワードが考えられる。第一のキーワードは今回の調査結果の中で一番高い数値を示した本

社からの情報収集能力ということばの中にある「情報」である。そして，第二のキーワードとして，

日本，韓国，中国，そしてベトナムにだけ共通する思想である儒教に注目する。その理由は，これら

のキーワードには「閉鎖性」という共通する特徴が見られるからである。

第一に，情報について説明する。情報は，情報の非対称性を維持することにより，その優位性を維

持できることが知られている。今回の漢字文化圏において，人の現地化が容易に進まない原因として，

情報の非対称性をあげることができる。その理由は，本国において情報開示に対する姿勢が不十分で

あること，および現地オフィスのマネジメントがすべて本国の支配下に置かれていることである。つ

まり，マネジメントに必要な情報のほとんどが本国で管理されており，その結果として，情報の乏し

い現地オフィスは自律的な動きが取れないシステムとなっている。言い換えれば，現地オフィスは，

本国の出先機関の一部に過ぎない状態が続くことになり，本国からの情報を迅速に実行できる社員を

現地オフィスの代表者に任命するほうがコミュニケーション面において最適であると考えられる。こ

れは一方通行型のコミュニケーションとして，非常に閉鎖性の高い性格を持つが，アクセスできる情

報を制限することにより，コントロールする側の優位性を維持することが可能で、ある。

アクセスできる情報を制限し，情報の非対称性を重視する事例として，マスコミ業界を参考にする

ことができる。マスコミ業界は，常に新しい情報を追い求め，それを提供するオープンな体質をもっ

業界のように見られている。しかし，規制緩和が進んでいる自由主義国家アメリカでも，ベトナム戦

争以降の戦時下における報道は政府による情報統制が実施されるなど，情報は閉鎖的に取り扱われる

ことがある。報道の自由があるにもかかわらず，マスコミは時として国家権力などの権力者による介

入が行われるということは，それだけ情報の取り扱いに対するプライオリティが高いことを意味して

いる。また，マスコミ自身がマスコミの優位性を謡歌する所以は，保有する情報をすべて開示する必

要がなく，必要に応じて情報を出し入れするということによりアクセスできる情報を制限できるから

である。特に，人が渇望する情報は閉鎖的に管理されればされるほど，情報の価値は高まり，その魅

力を増す傾向が強いのである。このようにマスコミは，情報を外部よりも数多く収集し，情報の非対

称性を作り出すことにより，その存在価値を維持しているスタイルは，漢字文化圏の国際経営スタイ

ルと類似している。

次に，儒教の基本原則とも言える家族制度は，血族あるいは同族の結びつきを重視する閉鎖的な社
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会システムであり，基本的に部外者を重用しないことで知られている。この背景にあるものは，身内

を重用することにより信用リスクを最小限にし，価値観の共有を重視する姿勢を前面に押し出してい

ると考えられる。現在の日本では，オーナー企業を除き極端な同族主義は影を潜めている。しかし，

会社をひとつの家族的な共同体として束ねていくために，大企業は数多くの教育・研修制度を社員に

提供し，結束力を高めることに努力している。そして，それらを通して，社員は電通人や東芝マンな

どと総称されるように，所属する会社のアイデンティティを引き継ぎ，共有価値観のもとに家族のよ

うに束ねられていくのである。また，米国のような外部監査が完全に確立されていない漢字文化圏は，

外部に十分なチェック機構をもたず，信頼のおける血族や本国社員などの仲間関係に依存することで，

安全性を担保しているので、はないだろうか。

このように，漢字文化圏の企業は，閉鎖性を維持するシステムの中に経済合理性を見出し，エスノ

セントリック型経営を続けている可能性が高いと言える D つまり，エスノセントリック型経営を続け

ることにより，変化の激しいビジネス環境において，家族的な結束力を維持し，本社の意向を即断即

決できる組織運営を実現しているのである。また，国際企業の現地オフィスの大半は，中途採用の社

員により構成されており，生え抜きのスタップが少ないという現状がある。つまり，ビジョナリー・

カンパニー4）に登場するような心の底からその企業文化に染まりきった社員が少ないことを理解して

おかなければならない。仮に，ポリセントリック型に移行し，本国の文化，価値観，そして社風など

を理解していない現地人の代表者を登用した場合には，本国と現地の聞における双方の価値観などの

すり合わせ時聞が必要になり，強みであるスピーディーな対応や家族的な結束力を犠牲にする恐れが

発生するのである。言い換えれば，本国人を現地オフィスの代表者にしておくことにより，現地オフィ

スに対する本社の支配力は担保され，現地オフィスのマネジメントを本国主導で進めることが可能で

ある。

5.おわりに

最後に，時が経過すれば，パールミュツターが指摘するような進展プロセス（EPGプロファイル）

をたどるのであろうか。筆者の見解では，漢字文化圏において，その可能性は限りなく低いと結論づ

けられる。その理由は，漢字文化圏の国際企業はポリセントリック型に移行するまでもなく，現在の

本国志向の経営スタイルに経済合理性があるからである。特に，儒教に起因する閉鎖的な家族制度の

中で培われた独特の価値観と閉鎖的な言語がもたらす本国の言語によるコミュニケーションの難しさ

があるからである。つまり，漢字文化圏の企業と現地人スタップの関係において，同質性を期待する

ことが困難な状況である。その結果，異文化の中で育ってきた現地人を本国の企業カルチャーに同質

化させるコストよりも，本国人を現地カルチャーに慣れさせるコストを優先し，本国人を現地オフィ

スの代表者に登用することが適切であると考えられる。それ故，漢字文化圏の企業では，本国人（ホー

ム・スタップ）と現地人（ローカル・スタップ）という階層が区分されており，権限，待遇，教育面

4 ) Collins J. C., and Pallas J. I. (1995）訳書。
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などのすべての面において本国人と違うプログラムが準備されている。

また，本国と現地の公用語が英語圏の企業であれば，社内外のコミュニケーションが一つの言語で

100パーセント自分の意思で伝えることが可能で、ある。しかし，それ以外の国では必ず言語の交換関係

が発生し，意思伝達が双方の言語能力に左右されると言っても過言ではない。（図表5-1）その交換回

数は，本国あるいは現地のいずれかが非英語圏の企業で 1回（英語。現地語），そして本国と現地双方

が非英語圏の企業では 2回（母国語。英語。現地語）の交換作業が必要とされる。言語の交換回数が

多ければ多いほど，コミュニケーションに時間を要し，伝えたい情報を迅速に伝えることが困難とな

る。その結果，コミュニケーション・ロスの可能性が高くなり，相互の意思疎通の精度が低くなるこ

とが予想される。

言語の伝達

スピード（遅）

図表5-1 本国人から現地人へのコミュニケーション

（高）

意思疎通の精度

（低）

（出所：筆者作成）

現地公用語：英語

本国公用語：非英語

現地公用語：英語

言語の伝達

スピード（早）

このように，漢字文化圏の企業では人の現地化経営が進まない状況を社会構造面から検証すること

ができる。属人的なネットワークをベースにした社会において，外部の人間である現地人が短期間で

同質性をもつことは決して容易なことではない。また，本国人と現地人の聞に生じる異文化のギャッ

プがある限り，人の現地化経営への進展は期待で、きない。しかしながら，漢字文化圏は世界の成長セ

ンターとして，世界経済のエンジンととして動き始めた以上，閉鎖的な体質からの脱皮は遅かれ早か

れ必要であり，自らのモデル・チェンジの可能性を否定し続けるわけにはいかない。

そのモデル・チェンジとは，漢字文化圏の企業に求められるアカウンタビリティ能力の向上，つま

り，情報開示に向けた積極的な姿勢が必要とされるであろう。ステーク・ホルダーに向けて，透明性

の高い情報を発信し続けることは企業としての責任であり，時代の流れである。特に，ステーク・ホ

ルダーの構成要素である社員に対して，情報の共有化を進めていくことは，今後の企業成長にも大き
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く影響していくと考えられる。その理由は，現場の社員がマーケットの動向や職場の課題などの情報

を一番熟知し，国境を超えてもその状況は不変だと言えるからである。また，本国が必要な情報を提

供し，現場はその情報に基づき実行・フィードパックできるシステムを構築できれば，現状以上の成

果を期待することも可能である。漢字文化圏の企業において，人の現地化経営に進展する可能性は今

後も低いと結論付けられる。しかし，情報の共有化を進展させることは可能である。情報を共有化さ

せることにより，現地オフィスで働く社員の疑問や不安を少しでも多く解消し，企業の進むべく方向

性を指し示すことができれば，国内外で働く社員とともに共有価値観の形成を期待できる。その結果，

社員が安心して働ける職場環境を提供できれば，人の現地化経営に変わるシステムとして，エスノセ

ントリック型が尊重されても不思議はないのである。

最後に，筆者独自の経験談を加えることにより，本稿を締めくくることにする。漢字文化圏の企業

では，上述した理由により今後も人の現地化経営は期待できないが，人の信頼関係の構築あるいは改

善は可能で、ある。その理由は，漢字文化圏は「人をもてなす文化」を有しており，日本の接待や中国

の熱例歓迎スタイルは外部の人を仲間に招き入れようとするコミュニケーション機会を提供するから

である。特に，漢字文化圏の各国は宗教の縛りもなく，飲酒することが可能であり，その場において

互いに「酒を酌み交わす」ことにより双方の距離感を縮める，いわゆる「おもてなし文化」が伝統的

に残されているからである。このようなスタイルにより人をもてなし，コミュニケーションする行動

は漢字文化圏では一般的な行動形態であり，相互の信頼関係を構築できる場として今もなお継続され

ているので，ここに紹介しておしまた，今回の研究では，航空会社を事例として観光産業の企業経

営スタイルについて分析を試みたが，次回の研究において航空会社が関連する旅行業について考察を

試みたいと考えている。
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